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重要ポイント 

• IASB（国際会計基準審議会）が
IFRS第9号の分類及び測定な
らびにIFRS第7号の開示に関
する改訂を公表した。 

• 本改訂は、金融負債は「決済
日」時点で認識が中止されると
いうことを明確化し、電子送金シ
ステムを使用して決済される金
融負債については決済日前に
認識を中止する会計方針の選
択も導入する。 

• ESG連動要素を伴う金融資産
の分類は、偶発的特性の評価
に関する追加的なガイダンスで
明確化されている。  

• ノンリコースローン及び契約上リ
ンクしている金融商品に関する
明確化が行われている。 

• 偶発的特性が存在する金融商
品及びFVOCIに分類された資
本性金融商品については追加
的な開示が導入される。 

• 本改訂は2026年1月1日以降
開始する事業年度から適用さ
れる。早期適用は認められてお
り、偶発的特性に関する改訂の
みを早期適用することも選択で
きる。 

はじめに 

2024年5月30日、国際会計基準審議会（以下、IASB又は審議会）は、「金融商品の分類

及び測定の改訂－IFRS第9号及びIFRS第7号の改訂」（以下、本改訂）を公表した。本改

訂は、以下の内容が盛り込まれている。 

• 金融負債は「決済日」時点、すなわち関連する義務が履行される、取り消される又は失

効する、あるいは負債が認識の中止の要件を満たす時点で認識が中止されることを明

確化している。また、電子送金システムを使用して決済される金融負債について一定の

要件が満たされる場合には決済日前に認識を中止する会計方針の選択も導入している。  

• 環境、社会及びガバナンス（ESG）連動要素及びその他の類似の偶発的特性を含む金

融資産の契約上のキャッシュ・フローの特性をどのように評価すべきかを明確化してい

る。  

• ノンリコース資産及び契約上リンクしている金融商品（CLI）の取扱いを明確化している。  

• 偶発的事象を参照する契約条件（ESGに連動する条件を含む）を伴う金融資産及び負

債、及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融商品（FVOCI）に

ついて、IFRS第7号において追加の開示を要求している。 

本改訂の公表で、IASB の IFRS 第 9 号の適用後レビュー（PIR）の分類及び測定フェーズ

は完了となる。IFRS第 9号の PIRの残り 2つのフェーズは、現在進行中の予想信用損失

（ECL）と 2024 年後半に開始が見込まれるヘッジ会計である。 

弊法人のコメント 

金融負債の認識の中止に関する明確化で、企業は現在の実務を変更することを求めら

れる可能性がある。それらは、外部報告及び会計処理に大きな影響を与える可能性が

ある。 
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2 金融商品の分類及び測定の改訂を公表 

 

金融資産及び金融負債の当初認識又は認識中止の日  

背景 

2021年9月に電子送金システムを通じて受領される現金の支払いで決済される金融資産は

いつの時点で認識を中止すべきかという質問がIFRS解釈指針委員会（以下、IFRS IC）に寄

せられた。その議論は、電子送金システムを通じて行われる支払いにより決済される金融負

債の認識の中止にまで拡大した。 

IFRS ICは、電子送金システムを通じて決済される金融資産や金融負債の認識の中止のタイ

ミングだけでなく、それ以外の方法で決済される場合（小切手、デビットカードやクレジット・カ

ードによる決済等）の認識の中止のタイミングについて実務にばらつきが見られることに留意

した。この問題は、IFRS第9号の改訂が求められるほどに重要性があり、したがって、IFRS第

9号のPIRのスコープに加えられた。 

金融負債の認識の中止に関する規定 

本改訂は2つの要素で構成される。  

• 金融負債は、決済日時点、すなわち契約に特定される義務が履行される、取り消される又

は失効する、あるいは負債の認識の中止に関する要件を満たすことにより金融負債が消

滅する時点で認識が中止されることの明確化1  

• 電子送金システムを使用して全額又は一部が現金決済される金融負債については、企業

は、一定の条件を満たす場合には決済日前に負債の認識を中止する会計方針の選択を

行うことが認められる2  

本改訂は、企業が報告期間末時点で処理中の現金の受払いを反映するために現金残高を

調整するという、IFRS ICが一部の法域で識別した実務に応えてのものである。3 これにより、

対応する金融負債と金融資産の認識及び認識の中止のタイミングに影響が生じるが、導入さ

れる会計方針の選択が適用されるのは金融負債の認識の中止のみである。金融資産の認

識の中止は、現金を受領する権利の消滅が引き続き基礎となる。  

電子送金システム 

本改訂は、金融負債について電子送金システムを使用して決済されるという具体的なシナリ

オに対応している。本改訂は、小切手やデビットカード、クレジット・カードによる支払いなど、

その他の金融負債の決済手段には適用されない。金融負債（又はその一部）が決済日以前

に認識を中止される条件は次のとおりである。 

• 企業は、送金指示の撤回、中止又は取消しを行う実務上の能力を有していない 

• 企業は、送金指示の結果として決済に使用される現金にアクセスする実務上の能力を有

していない 

• 電子送金システムに関連する決済リスクは僅少である。このことが成立するには、決済シ

ステムには次の両方の特徴が備わっていなければならない。 

• 本指示の履行は、標準的な事務管理プロセスに従っている 

• i) 指示の撤回、中止又は取消しを行う実務上の能力を企業が有しないこととなり、ii) 現

金が相手方当事者に引き渡されるまでの期間が僅かな期間である 

仮に送金指示の履行が企業が現金を決済日に引き渡す能力に左右されるとしたら、決済リス

クは僅少とは言えないだろう。  

決済日前に金融負債の認識を中止する会計方針の選択を行う企業は、同じ電子送金システ

ムを使用して決済される金融負債のすべてにこの処理を適用しなければならない。 

弊法人のコメント 

企業は使用する電子送金システムを見直し、決済プロセスのいつの時点で認識の中止の

条件を満たすのか、及び会計方針の選択を適用すべきか否かを理解しておかなければな

らない。複数の法域で営業活動をしており、域外への支払い活動が存在する企業にとって

は、これは相当な作業になるであろう。 

 
1  金融商品の分類及び測定に係る改訂、2024年5月、B3.1.2A項 ページ6. 
2  同上 B3.3.8項 ページ6 
3  例えば、金融負債を決済するために振り出されるが報告日時点で現金化されていない小切手は、現

金残高から減額され対応する負債の認識が中止される。  
 



 

IASBが金融商品の分類及び測定に係る改訂を発行 3 

 

金融資産の分類における契約上のキャッシュ・フローの特性の評価 

ＥＳＧ連動要素が存在する金融資産 4 

ESG目標の達成度合いに応じて金利が変動する金融資産の会計処理は、PIRで対処すべき

優先課題に識別されていた。IASBは、ESG連動の金融商品に固有のガイダンスについては

開発しないことを決定した。それは、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャ

ッシュ・フロー（SPPI）評価をはじめ、IFRS第9号の原則主義のアプローチから逸脱する可能

性があるからである。  

IFRSは2つの広範な改訂を行った。改訂の1つ目として、貸手の補償は基本的な融資の取決

めと整合的であるかどうかの評価を明確化している。 

• 重要な検討ポイントは、貸手はいくらの補償を得るかでなく、何に対する補償を受け取るこ

とになるのかである。  

• 一方で、補償の金額次第では、貸手は基本的な融資のリスク及びコスト以外に対して補

償を得ることを示す場合がある。 

• 契約上のキャッシュ・フローが、基本的な融資のリスクやコストではない変数（たとえば、資

本性金融商品の価値やコモディティ価格）に連動している、又は債務者の収益又は利益に

対する持分を表す場合には、たとえそれらが市場では一般的であったとしても、基本的な

融資の取決めに整合しているとは言えない。 

改訂の2つ目は、契約上のキャッシュ・フローの時期又は金額を変更することになる契約条件

は、以下を考慮してどのように評価すべきかを取り扱っている。 

• 変更前後の両方で生じる契約上のキャッシュ・フローは、偶発的事象の発生の可能性に

関係なく、SPPI要件を満たすかどうか。 

• 偶発的事象の性質は、基本的な融資のリスク及びコストの変動に直接関係するものか、

及び契約上のキャッシュ・フローは基本的な融資のリスク及びコストの変動と同じ方向に

変動するかどうか。 

本改訂は、偶発的事象の内容が基本的な融資のリスク及びコストの変動に直接関係してい

ない場合には、SPPI要件は今なお満たされる可能性があると説明している。これは、偶発的

特性による変更前後の両方で基本的な融資の取決めに整合し、そのような偶発的特性を伴

わない同一の金融資産のキャッシュ・フローから大幅に異なることのないキャッシュ・フローが

生じることが前提になる。 

本改訂はこのアプローチを説明するために2つの設例を紹介している。  

弊法人のコメント 

企業は、契約上のキャッシュ・フローが変動する可能性があるすべてのシナリオを検討し、

判断を適用して偶発的特性から生じる契約上のキャッシュ・フローがそのような特性を伴

わない同一の金融資産のキャッシュ・フローと大幅に異なることがないかどうかを評価する

必要がある。 

ノンリコース特性が存在する金融資産 5 

本改訂は、ノンリコース特性を有する金融資産については、キャッシュ・フローを受領する債

権者の契約上の権利は、特定の資産により生じるキャッシュ・フローに限定されなければなら

ない、すなわち企業は、債務者の信用リスクではなく、特定の資産の履行リスクにさらされる

ということを明確化している。債権者が債務者に担保資産の「上乗せ」を要求できる契約上の

権利を有している場合、債権者は債務者に対する請求権を有していることになる。  

金融資産がノンリコース特性を有している場合、裏付けとなる特定の原資産又はキャッシュ・

フローと契約上のキャッシュ・フローの間の連動性の「ルックスルー」評価が求められる。債務

者が発行する劣後債や資本性金融商品などのその他の契約上の取決めにより、この連動性

がどのように影響を受けるのかを考慮しなければならない。 

 

4 同上、B4.1.8A項 ページ8、 B4.1.10A項 ページ8、 B4.1.14項 ページ10  
5 同上、B4.1.16A項 ページ11 及び B4.1.17A項 ページ11 
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契約上連動する金融商品  6 

契約上連動する金融商品（CLI）は、発行者が債務のトランシェを通じて信用リスクの集中

を生じさせるノンリコース構造において生じる。本改訂は以下を明確化している。 

• CLIは、損失を異なるトランシェに比例しない形で配分することで、信用リスクの集中が

生じるウォーターフォール決済構造がその特性でなければならない 

• 劣後トランシェを保有する単一の債権者への貸付を促進するために、優先順位が異な

る複数の負債性金融商品が発行される場合は、CLIが生じることはない 

• 原資産プールにはIFRS第9号の認識及び測定のスコープに含まれない金融商品（例

えば、リース債権）を含めることができるが、SPPI要件（例えば、残価リスクにさらされて

いない、又は市場の賃貸レートに連動していない）を満たすキャッシュ・フローを有して

いなければならない 

IFRS第7号「金融商品：開示」に対する改訂 7 

FVOCIに指定されている資本性金融商品に対する投資については、本改訂は、それぞれ

の種類の投資に関して、期中に認識が中止された投資に関する金額と期末時点で保有さ

れている投資に関する金額を区別して表示する目的で、期中の公正価値の変動に関する

開示規定を追加している。また、それぞれの種類の投資について投資の公正価値の合計

額及び期中に認識が中止された金融商品に関する利得及び損失の累計額の資本内での

振替について開示が求められる。 

基本的な融資のリスクやコストに直接関係しない偶発的事象については、本改訂は、利用

者が契約上のキャッシュ・フローの時期又は金額を変更する条件の影響をより適切に理解

できるように、特に以下に関する新しい開示を導入している。これらは、偶発的特性を伴

う、ESG連動特性を有する金融商品、償却原価又はFVOCIで測定されるすべてのその他

の金融資産及び償却原価で測定される金融負債に適用される。 

► 偶発的事象の性質に関する定性的説明 

• 契約上のキャッシュ・フローの予想し得る変動に関する定量的情報（例えば、変動幅） 

• 偶発的特性を伴う、金融資産の帳簿価額の総額及び金融負債の償却原価 

弊法人のコメント 

偶発的特性に関する開示に必要とされる定性的及び定量的データを取得するには相

当の労力を要する。企業は提供する定性的及び定量的開示の適切な水準を評価する

必要がある。 

経過措置及び発効日 

本改訂は2026年1月1日以降開始する事業年度から強制適用される。企業は、金融資産

の分類及びそれに加えて関係する開示の改訂を早期適用し、その他の改訂についてはそ

の後の適用とすることができる。 

新しい規定は、遡及適用され、期首利益剰余金を修正する。過年度については修正再表

示が求められることはないが、修正再表示する場合は後知恵を用いてはならない。企業

は、本改訂により金融資産の測定の分類区分に変更が生じる場合には当該金融資産に

関する情報を開示しなければならない。 

弊法人のコメント 

本改訂のいくつかは既存のIFRSの明確化だとしても、IASBはそれによりIFRS第9号を

変更していることから、本改訂はIFRS第9号の改訂の発効日からしか適用可能にはな

らない。 

本改訂を早期適用するかどうかを判断するにあたり、企業は、自身の法域で使用が承

認される時期を考慮する必要がある。 
 

 

6  同上、B4.1.20項 ページ11、 B4.1.20A項、 B4.1.21項及びB4.1.23項 ページ12 
7  同上、11A項 ページ13 及び20B項 ページ14, 20C項及び44LL項 ページ18 
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